助産機関・施術機関の皆様へ

生活保護法指定助産機関・指定施術機関制度が変わります
　生活保護法一部を改正する法律「以下（改正法）という。」が平成26年７月１日に施行されることに伴い、指定施術機関・指定助産機関制度が次のように見直されます。

１　指定事務に係る変更

（１）はり師・きゅう師

　　　生活保護法「以下（現行法）という。」の施術機関（はり師・きゅう師）については、
改正法の施行日後においても生活保護受給者に対して引き続き施術を行う場合は、改
正法に基づく指定申請手続きを行う必要があります。
　　（申請書類）
　　　　申請書及び誓約書、はり師・きゅう師免許証の写しを、事業所の所在地のある福
祉事務所へ提出してください。
（２）助産師、あん摩マッサージ指圧師及び柔道整復師

　　　現行法の指定を受けている助産師、あん摩マッサージ指圧師及び柔道整復師は平成
26年７月１日付けで改正法の指定を受けたものとみなされます。

（３）改正法施行日以降に新規申請を行う指定助産機関・指定施術機関

　　改正法の規定に基づき、申請書、誓約書及び該当免許証の写を所管する福祉事務所へ
提出願います。

２　指定助産師・指定施術機関の指定要件及び指定取消要件の明確化

（１）指定の要件

　　ア　改正法第55条第２項において準用する第49条の２第２項各号（第１号、第４項
ただし書、第７号及び第９号を除く。）のいずれかに該当するときは、指定されま
　　　せん。

（欠格事由の例）
・申請者が禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり又は執行を受けることがな

くなるまでの者であるとき。　　
　　　・申請者が指定助産機関又は指定施術機関の指定を取り消され、その取消しの日

から起算して５年を経過しない者であるとき。
イ　改正法第55条第２項において準用する法第49条の２第３項各号のいずれかに該当するときは、指定をしない場合があります。

（指定除外要件の例）
・被保護者の助産又は施術について、その内容の適正さを欠くおそれがあるとして重ねて指導を受けたもの。
（２）指定の取消要件

　　　改正法第55条第２項において準用する法第51条第２項各号（第４号、第６号ただ
し書及び第10号を除く。）のいずれかに該当するときは、その指定を取り消し、又は
期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止する場合があります。
（取消要件の例）

　　・指定助産機関又は指定施術機関が禁錮以上の刑に処せられたとき。

　　・指定助産機関又は指定施術機関が不正の手段により指定を受けたとき。

３　不適正な事案等への対応の強化
（１）過去の不正事案への対応

　　現行法では対象となっていない、指定助産機関・指定施術機関であった者について
も、改正法第55条第２項において準用する法第第54条の規定に基づき報告徴収や検
査等の対象となります。

（２）不正利得の徴収金

　　偽りその他不正な手段により助産または施術の給付に要する費用の支払を受けた指
定助産機関・施術機関は、その返還させるべき額のほか、100分の40を乗じて得た額
以下の金額が徴収される場合があります。






